
租税の帰着と中間財(続)

　　　　　　　　岸　　昌
ご↑
一

1.序　　　論

　先の稿（岸（1987））で上記の主題を扱ったが，そこではいわゆる「純粋中

間財モデル」が用いられていた．この稿では，同じ主題を「投入産出モデ

ル」で考察しよう．このモデルでは，中間財として別個のものを考えるの

ではなくて，同一の財が消費財と中間財の両方の用途に利用できる可能性

を考える．いまZ, Yの2財を仮定すると, Xはyの生産に利用される

が, YはまたXの生産にも利用されるので，XはYの生産を通じて間

接にそれ自体の生産にも利用されるという関係かおる．このため，このモ

デルでは一般均衡過程が一層複雑になる．以下，先の純粋中間財モデルの

場合と平行的に，このモデルで租税の帰着問題を取り上げることにする．

2.モ　デ　ル

　二部門の投入産出モデルでは，各財は最終消費財として用いられるとと

もに，中間財として他の財の生産にも用いられると仮定される．すなわち

各財の産出量についてつぎの関係が成り立つ．

（1)　　χ＝x十Xr

（2）　Y＝丿十八

ここでX, Xyはそれぞれ,=X財が最終消費財として用いられる量, Y財

↑　いつものように，この主題の研究でも本学の渡部教授から御教示を受けたこと

　が多い．ここにお礼申し上げる．なお，本稿は岸（1987）と継続関係にある．
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　　　　　　　　　　　　租税の帰着と中間財（続）=

部門の投入物として用いられる量を表し, y, 八はそれぞれにy財が最終

消費財として用いられる量, X財部門の投入物として用いられる量を表す

ものとする．各部門の生産関数は

（3）　Z＝/（£x. 恐，Yx）

（4）　Y＝g（Lr, Kr, Xy）

と表すことができる．ここで£x,尺^はそれぞれ, X財部門で用いられる

労働量，資本量，£y, Kyはそれぞれ, Y財部門で用いられる労働量，資

本量とする．　　‥‥‥　‥‥‥‥‥‥‥‥‥

　まず，労働，資本の各要素の完全雇用条件は，つぎのようになる．

(5)　αLx(ズ十Xr)十亀i(ﾀ十八)＝£

(6)　敗χ(ズ十Xy)十αxr(y十八)＝瓦　…………　　………＼

ここで恥は，j財1単位の生産に必要な投入物fの量とする．ところで，

(3), (4)は，一次同次の性質を利用してそれぞれ

　　　　l=f(亀x, αχχ,卯χ)

ただし亀χ＝今. aKχ＝爆αYχ＝介

l＝g(亀r，αχy，αχy)

ただし亀y
ｷ.
α£V―介. 0-XY=手

と表すことができる．上式におけるαyx,αXYの定義式より応,Xyについ

て解くと，それぞれ

応＝αrxズ＋arxax汐

　　　1 －aχrαyχ
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　　　　　　　　　　　　　　　　租税の帰着と中間財∇（続）

………j　　χ _ axYy＋αxYaYxズ　　　　　レ　　　　　ニ　レ　　　.r･｀　･.･ ゛

　　　　　　　　　　1－αχyαyy

　　　　　　　■　■■　　　　　　　　■　　■　　　　y　　　　　・

となる．これらを（5）, （6）に代入すると，それぞれ次式が得られる．

（7）　　RlxX十尺LYy＝£　　　　　　　　　　　　＼　上　　　………

　　　　　　ただし-K-ix
α―十亀μ゛，Rg＝亀7十d゛O-゛Y　………

　　　　　　　　　　　　　　　1－flχyflyχ　　　　　　1 －αχβYχ　　　‥

（8）　　尺kxX十尺χ汐＝瓦

ただし尺KX ＝―;―十α″α7゛，Rχy＝どzJぽ十αぽO-パ

　　　　　　　　l‾αχ-s-αrχ　　　　　　l－αχyarχ

上式はそれぞれ，前記（5）, （6）の代替表現である．

　つぎに，このモデルの価格方程式は，つぎのようしになる．

（9）　　a-hχ^χ十αχχQχ十αrχPrχ―px　　　　　　・

　　　　　　ただしWχ＝i･几χ, Q ＝ΓΥχχ，Pyχ＝加Tyχ

（10）　　亀YWr十αkyQy十αχyPxyと加ト　‥‥‥‥‥

　　　　　　ただしWY＝w八y，Qy＝ΓΥ^，PχY＝♪χΥxy

ここでw., Qx, Pyxばそれぞれ, X財部門の企業か労働，資本，中間財

としてのy財の利用に対して支払う価格, Wr,Qy, PxYはそれぞれy財

部門の企業についての同様の意味の価格であるいまだω,ブ,Px, かはそれ

ぞれ，労働，資本, X財, Y財についてその提供者が受ける価格，各種

のTは，各投入物に対する従価税率プラス1とする.

　,最後に，需要方程式として次式を立てる．

(m ドブ
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租税の帰着と中間財（続）

3.　比較静･学

　税率か変更されるときの比較静学効果を調べるため，前項に示した方程

式体系を変数の変化率の関係に変形しよう．まず（7）, （8）を変形すると，

それぞれつぎのようになる．

(12)　尨μ十尨y'9 ― ― んxR;x十λl心ly)

ただしλa＝jﾂﾞﾀﾞ≒尨y＝ケ･

尨χ十尨Y＝l

(13)　λrxi十λ^j)＝－(λχχ良χχ十飛話岫

ただし4X＝j≒ﾄﾞ≒　3 ＝ ≒y茫

λχχ十λχr＝l

(12), (13)を連立させて±,夕について解くと，それぞれ次式が得られる．

(14)　j＝尨7(恥衣“＋4jj叫ぬλ″(4jj‘|ﾑ匙話ふ)

(15)　　A― ^″(尨μ゛十臨

ただしλI = 匙XλχY―λKXλLY＝λLX －λKK ＝ねY－λg

(14)から(15)を引くと，次式が得られる。

(16)i-ﾀ＝孚尨x叛x二λkχRχχ十λl議ly－^χ議χy)

以上により, （7）, （8）は（16）に集約されたことになる．

　つぎに, （9）, （10）を変形すると，それぞれつぎのようになる．

(17)μx(心≪十島)十皿x(臨X＋函)十PYx(海X十八x)=Px
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租税の帰着と中間財こ(続)と

亀χwχ　　　＿αχχQχ　　　＿ﾝμyχPyχ二
‾に‾‾’pj°X‾‾に‾‾’　Prx‾-〉

　　　　　　　　P;X十PKX十Pyx=1

(18)μY(心Y十汐y)十餌v(心Y十Qr)十但r(臨Y十戸xy)=Py

　　　　．ぷヽ　　α£rW^v　　　＿a瓦Qy　　　_ ^χrPχY　　　　ただしPlY一丁，蝕y7TjyT，卵y－TTj;Σ｀゛-…………△

　　　　　　　　Ply十pa十/Oxr=l　　　　　　　ニ

ところで，各部門についてそれぞれ　　　　　　　　　し

(19)　　PLxdLχ十pKxdχχ十pYχ心χ＝Q　　　　．‥‥‥‥‥‥‥よ･.　････　　　　.･

(20)　　)LvdlY十紅Y臨Y十pχμχy ＝0　　　　　　　　　　づ

　　　　　　1)の性質かおる．これらをそれぞれ前記の(17), (18)がら引くと，それぞれ

つぎのようになる.

(21)　みx諭x十PKXQχ十PyxPyx―Px

(22)匹聡十紅yQy十PxyPxy ＝Py

　　　　　　　　　　　　　　　　　　■　　　　　■　　　　　　　　　　㎝上式中の各要素の税込価格の変化率を税引価格め変化率と租税係数の変化

率の和に置き替えると，上式はそれぞれつぎのようになる.

(23)　玖x(公十九χ)十似x<ir-十八χ)十Prχ(か十几χ)エ瓦　　　　　　　　　■■■

(24)　Phr(働十九T)十μY(叫八y)十Pxr(i>x十九y)―pY

ところで(10)を(9)に代入して彭を消去し，かつ各種の肋の定義式

((15), (16))を用いて整理すると，次式が得られる．

1)この導き方は，岸(1987,付録A)で純粋中間財モデルの場合比ついて述べたの

　で，ここでは省く．式(19), (20)はそれぞれ純粋中間財モデルの場合(岸(1987))

　の式(21), (22)に相当するもので，導右方はその場合と同じである.
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租税め帰着と中間財=(続)y

(25)　θlχ十∂Kz＝i　　　　　　　∧∧　犬……………ノ.･　ン　・プしに.･･･　∵･･

　　　　ただしθLX＝阿片χ十PyxPly),　θχx=ﾉ(μχ＋PyxPky)几

v －
　　1………

l－pXYpYX

また同様にして，（9）を（10）に代入して盛を消去し，かっ各種の向の

定義式を用いて整理すると，次式が得られる。

(26)　∂ly十∂KY＝i

　　　　ただし心y ＝以阪y-トPxYpLx). 6xX = V(pKY十PXYpKx)

さて(23), (24)を連立させて）χ. iyについて解くと(その過程で(25), (26)

を用いる)，それぞれつぎのようになる．　　　　　　　　‥

(27)　　i>X＝0L如十Okχタ十吐ρ辿九χ十μX-I-KX　＝　………………

　　　　　　十pYX九X十pyx (阪y九y＋)kyTky十Pxyちy)]

(28)　　石＝沁函十匈げ十V[pxr(pLx↑Lx十pぶi'。-ﾄpYχ九χ)

　　　　　　十政r几Y十pKY-l-ごY十PXY?XY]

(27)から(28)を引くと，次式が得られる.

(29)　石一Py＝＼e|(泌－f)十吐(1てxy)(μx九x十餌xちx十砂x石x)

　　　　　　　　　－[I―Pyx)辰バ‰十Pky-Tky十pxy↑泌]･

　　　　ただし|θ|＝亀X一a aΥ－∂な二　　　　　‥

かぐで(9)，(10)は上式(29)に集約されたことになる．　ニ　　･．

　最後に, (11)を変形すると，次式が得られる．犬，．,.し

(30)　　£－タラ¬，(石→石十九一fr)　　　　‥‥‥‥‥‥

　前項の方程式体系は，結局, (16), (29)および(30)に集約されたことに

なる。これらの間でj一ﾀ,瓦一石を消去すると，次式が得られる｡
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(31)　, 瓦λχχ島χ十λぶし一心y瓦y　　　　　　、‥　………

　　　　　＝ら川い[|ﾀ|(仰一勾十(1－Pxy)(Plx'Tlx+Pkx石x十仰x乱x)

　　　　　　－(1 －Oyχ)(Ply↑lY十PkyJ-χy十PxyTxy)十Tχ一石]

このモデルにおいて各種の税率が変更されるときの比較静学効果は．ひと

まず上式(31)に集約されたことになる．　　　　　　　　　　　　し

　残されているのは, (31)における各種の瓦aを求めることである．それ

らは，初期に各種の租税か存在しないと想定すると，それぞれつぎのよう

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2)になる(その導き方につい七は付録Aで述べ七いる).ニ

(32)　RlX a (pLX^lLχ十PlyPxxOly十∂lyPyxAyx十∂LxμYPYノxr)
　　　　　　　　心x

（33）　RkX ＝ぶ（pKX^KX十μがYχみYナθχYpYXO-YX十りxPχyPyχdxr）
　　　　　　　　Okx　　　　　　　：　　．･ ･． ．．･．c・：．　・　　･,･．．　　∴．．　｀

（34）　RlY＝ぷ（匹YdLY十紅即χr亀χ十βiχβχμχy十∂lyPyχpχμrχ）
　　　　　　　　心y

(35)　RkY
ぷ(PkY^KY十PkxPxyOχχ十∂KX飲μXT十酸YpYXpXyliYx)

　　　　　　　OχΥ

(32)－(35)を(31)に代入して各種の7≒を消去すると，次式か得られる.

(36)　　ｼ卵|佃φプ∧ﾄﾞ皿皿レPkxH χχ'Aχχ一PviUmO-vi

　　　　　　　十PkyIIkyAχΥ―Pyχ俘yχ尚χ－PxY/lxμχY□　ト=

2)初期に各種の租税か存在すると仮定して瓦uを求めると，その式は各種の租税

　係数を含む。たとえば

　　　　j?　＿　　ρ£χΥ;Yryχ　　。-　‥　　……阪yPyxTix　　　。

　　　　　“ρ£xT'£yTyx＋紅yPyx Plx'^乙yTyx＋几yPyxT乙x

　　　　　　　　十（一Pj.x＆x互x__一二二　　几　PxrPrx　犬y　゛j

　　　　　　　　　　紅xT乙yTyx＋)lyPyxTly
＋TxyTyx －PxyPyx　rx

　　　¨　　　　＋　　PxrPrx　　・▽　　　　　　　　　＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　αχY　　　　　　　　･‥　･.　　　　　　　　　　TχrTrχ一Pxrprx

　となるj･　‥　　¨　　　　　　上　　　　　　上　犬。　　　丿
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　　　　　　租税の帰着と中間財‥(続)ト

⊇〕子心|刈[(1二Pxy)(ρぶれよ句心や臨句廠ﾌﾞ臨)

　－(1 ―pyx)(μy亀Y十pKY-l- KY十臨y石y)十石一乱]

fzfz.しn^χ―七十{―pxr

　　{
kx十
妙。

/Ziy°jty十七pyX……………………よ……

臨二謡よ怒声　　………………:‘･

∬yx ｽﾞ二Okx二Pxy＼拝

∬Xy＝2≒ｸﾞﾆｰ2≒ぷ7十(Oraλ|

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3)　上式(36)における各種のらは，つぎの各式　　　　　　　　　　　．．

　　　　　a,.χ－≪iχ(Wx，Qx, 沢yx)

　　　　　aKχ＝のKx(Wχ，Qx, 召rx)

，上心χ＝αvχ(Wχ，Qx, 双rx)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ……

　　　　　亀5'＝亀y(l^y，Qr, Rxy)

　　　　　αχ7 ＝aχr(Wr，Qy, Rxy)

　　　　　心y＝αχy(W1，Qy，吹如)‥‥‥‥‥‥‥‥　‥:‥‥‥‥‥‥　　　‥　　　‥‥‥=ト，

から求めることができる(その方法については岸(1987,付録D)で述べられて

いる).すなわち，つぎの各式ヽが得られる．

　　　　　　　　t．　．　・　　．／･．∴･･．･･．･．　･･

(37)　心x＝－(PrxOlk十θ球pYX迂Y)(w－f)

　　　　　　　－[PkxoIk十Pyx (1 ―V)xyPlx)冠y]fix

　　　　　　　　　　　　　　r･･l●･/
.■■･･:■　■■■■■■■■■■･　　　♂　.　･･･.･.･･　　・

3)これらの式に相当するものを／すでに純粋中間財モデルについて導いた(岸

　　　(1987,付録D)しので,ト……c･.万こではそtの説明は省く1=J　犬　／
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十pKx(ﾀLK十リOYxpx￥ofr)でk。十ρyx(l十叩x叩Yx)OlyTyX
　■　　j　♂　･･　･･　?｡･･　････!･ ■■■　　　　　1　｡11:

十叩YX屹Y (PlyTlY十μj｀zy十Pχyﾌﾟχy)

(38)　心X＝(pLXびriK＋&びpYχOky)(∂一昨十pLx(OLχ十リpxyPyxOky)九x

　　　　　　　－[pLがh十prx(l －リPxyPkx)tか)?kx十Prx(l十vpxypyx)岐yJ- yx

　　　　　　　十叩yx<'ky(Ply↑ly十μy?辿半pxr?xr)　………

(39)　&Yx＝(OχΥ匹χaly一心YμxOKr)(&一勾　　＼　　　y

　　　　　　　十みx[(-－VpXYpLx)olY一叩χ叩χχ礦y)九χ

　　　　　　　一片X[vpxyPlxOむー(- －φxyPkxOky)]f

　　　　　　　－(1十vpxrpYx)(紅x心十μxOky)乱x

　　　　　　　一賎pLX迂T十片xOky)(pLY↑LY十Pky?ky十μyl xy)

(40)　心r＝〔(37)のX, Yを入れ替えた式〕

(41)　臨Y ＝〔(38)のX, Yを入れ替えた式〕

(42)　心Y ＝〔(39)のX, Yを入れ替えた式〕

(36)に(37)－(42)を代入して面－f ＼こついて解き，かつ労働を価値尺度と

することにして∂=0とおくと，次式が得られる.　………

(43)　･゛＝古(高χ九χ十高χちχ十几y九y十Aχt几y十高峰yχ　　エ

　　　　　　十馬諜χy十A^fχ十Ayfy)　　　　　　　　　　　　　十

ただし∠}=古ら|刈|∂|十(a-十pYXβ)(昔十に)

　　　十(pxra十牡(七十~a―)

“― PlxPkxOlk＋B'kyPlxPyxOi.yナBlyPχχPΥχOky

β＝ρ叫畑y磋k十eiχ■fiLYpχΥびlχ十呪χ■PkyPχΥ政χ
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租税の帰着と中間財（続）

　　　恚x＝紅x[PKx(llLχ十nχx卜乱十ρΓχ(l－叩xYpLχ)(nix－HΥχ)迅

　　　　　　十ﾉpKXpxrprx(lJχχ十nΥχ)礦Y一'■'p;rPχr(nぼ一Hχ:y)alx

　　　　　　十叩K叩xr(nχY十nχΥ)(Tkx十(l/y)<7^λ|(l－to)]　　　　▽

　　　Akx＝－pKX[Plx(∬lx十n^χ)o乱十叩lxPがxy (Hlχ－JJΥχ)応

　　　　　　十Pyx(1一vpxrpKx) (IIKx÷ffyχ)a^十v)irpxr(niY－nχ:r)olx

い　　　　犬←vp印xr(llχΥ十nχΥ)<7jx－(lか)ら||a-pXY)]

　　　Ayx＝一Pyx[叩Lx(llix一nrχ)経y一叩Rx(Pχχ十nYχ)OKY

　　　　　　十VpLYPxr(PiiY一UχΥ)迂x －vpKYpxr (IIχΥ十HχΥ)4χ

　　　　　　－(l/v)ar,＼X＼(lこpxr)]

：　　　恚Y＝汝Y[ρ肪QIly十/7A-r)<TL十pxy(-－ソpyx紅y)(nLY－nχΥ)ffix

　　　　　　十ゆKY外印XY (JIχΥ十nχΥ)岐xこ叩LxpxY(nLχ二nχ■y)(Tly

　　　　　　十叩KXprx(∬KX十/7rχ)fffi-十(lル)ら|λ|(l－Oyx)]　　　ト

　　　心y ―－pKY[ρLY(flぽ十^ky)cIk十リpLYpxYPYx(n.vi－nχΥ)alx

　　　　　　十μY (1 －VpYX外Y)(JIkY十Hχ:r)Ci-x＋リpixpYx(lliχ－nYχ)河Y

　　　　　　－'^PkxPyxQIχχ十汀Υχ)afr－(lか)らλa－prx)]

づ………　…壽r＝― pxrlﾉρiY(JIly－ffχΥ)岐x一叩kyQIχΥ十nχΥ)Ckx

　＜　　　　　十VpLXPYX(JIix－IIyχ)aみ一叩Kxprx(nKX.十HΥx)岐Y

　　　　　　十(.か)ら|λ|(－py^)]　　　　　　　　　　　　　　　‥

……∠x＝(/^)<'D|λ|　ダ

　　　壽＝－a/v)らλ　　　　　　　　　　･゜　　　　　　…　……

上式の分母jは, a.βが正であるにれについては付録Bで述べている）こ

とから，正になる．

4.　個別税の帰着分析

　式(43)より種々の個別税の帰着式を導くことができる．

　特定部門の特定の本源的要素に対する税　この種の税の例としてX財
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部門の資本に対する税をとり，その帰着式を求めると√次式か得られる.

(44)戸＝ケ八χ

　　　＝苧[(1か)(Ti)λ| (l－pxy)－OlxQIlχ十万Kx)a乱

　　　　一VpLXPYXpXY (JIix－UΥχ)好r―pYχ(-－り)χrPKx)(∬xx十nΥχ)雌Y

　　　　一叩£Ypxr(万ir－IIχ■.y)clx十叩K叩XY(μχY十Hχ:r)(TiV]･I KX

上式の符号を調べると，まず大かっこ内の第1項は，物理単位での要素集

約度|割に依存する．第2項以下の各項の符号は，各種の代替の偏弾力性

町に依存する（几-i7χ，nむr一几rは，定義にもどして調べると，いずれも正

である）.これらの偏弾力性（最後の"kxを除き）が正で大きいほど，税負担

は課税される要素（資本）に帰着する傾向が強くなるが，最後の項が示す

ように，非課税部門（Y財部門）における資本と中間財（X財）との開の代

替の偏弾力性が高いほど，この傾向を減殺する．

　中間財と本源的要素との関係が固定的である場合（砥,=Ox,＝（心=吃M ＝0）

には，式（44）の大かっこ内の第3項以下はゼロになり，帰着式は中間財抜

きのモデルの場合に類似する．

　投入産出モデルでの帰着効果は，純粋中間財モデルの場合（岸（1987）に

おける式（46））にくらべて一層複雑になる．純粋中間財モデルの場合には，

帰着式の分子に入ってくる代替の偏弾力性が，課税される部門（X財部門）

のものだけ懲あるのに対して，投入産出モデルでは，非課税部門のものを

も含む．

　特定の本源的要素に対する税　式（43）より資本に対する税の帰着式を求

めると，次式か得られる．

("45)　^＝4心X十轟Y)？
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゛‾含[(i/が)らμi剛十ρ“ρ“(llix十皿χχ)″乱ニ　＼

十drΥ郎χ■Pyχm.χ-杯ぷa乱十∂LYpKXpYx(llχχ十nrχ)ffxr

　十PlyPky几y十刀ky) 心十θ四)四xy (几y―IIxy〉遜x

うしθφχφん破丿年∬χy)o＼χ]夕‥‥‥‥l‥　‥‥゛･｀……

上式の符号は定まらない．すなわち，特定の本源的要素に対する税の負担

は，その要素に帰着するとはかぎらない．中間財抜きのモデルでは，特定

の本源的要素に対する税の帰着式の符号は確定的に負になり，その要素に

税負担が帰着するが，この命題は投入産出モデルではかならずしも成り立

　　　4)　　　　　　　　　　　　　　　　，　　　　　　▽く　　　　　　　　し………だない．その理由は，本源的要素と中間財との間に代替または補完の関係

か存在することにある．このことは↓式(45)についてそめ㈲係が固定的で

ある特別の場合(好．＝aKr ≒心＝(廠＝OJ を想定ずれば容易祐わか名／こめ

場合には，式(45)は負になる．

　特定の最終財に対する税　X財の最終消費に対する税の帰着式は

（46）f＝シ尚

≠j(iか)りμばx

となる．上式より，課税される財が，労働集約的(l^.|＞0)ならば，税負担

は労働に帰着し，資本集約的(U|くO)ならば，資本に帰着することかわか

る．この結論は，すでに中間財抜きのモデルで得られ，また純粋中間財モ

デルでも得られている(岸(1987)).

　特定部門のすべての本源的要素に対する税　X財部門の本源的要素に対

する一般税(?‰― Tlrx,九rエちχエちχエへY エちエら。O)の帰着式を式(43)

から求め名と，次式が得られる．．．･・　　　　　・･･

4）この点は，すでに純粋中間財モデルについて指摘した（岸（1987））.
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(恚x十Akx)T

゜ X[VpYx(l－pXY) {ρLx(JIlx一刀Yx)aLY－ρ㎞(Ilχχ十i7vχ)aU

　一叩xr (1 －(Oyχ){pLY (IIly -Hχ■.Y)河χ－pχY(IlKY十nχr)clχ}

　十(lル)らλ(-－pYx)(.一Pxy)]？

最終財のみのモデルでは，特定部門のすべての本源的要素に対する税は，

帰着の点で，その部門の生産物に対する税に等しい。しかしこの命題は。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　5)当面の中間財モデルでは成り立たない。というのは，上式(47)は, X財に

対する税の帰着式(46)に等しくないからである。

　特定部門のすべての要素に対する税　X財部門の要素に対する一般税

(九X-~ちX＝ちXf 九Y~ ち。＝へ。＝ち＝■'■Y＝^)の帰着式を式(43)から求める

と，次式が得られる。

(48)　゛＝-j(恚x十心x十Ayx) ﾌﾟ　　　　　　　　　'　　　白　　ダ

　　　　　＝1_[(1/y)ら割(I－Pxy)－(1－v)(Oix(i7i.x－iJ5'χ)air

　　　　　　十(l－○紅x(nχχ十nrχ)fffy ―VpLYpXY((11．¬TIχt)Olx

　　　　　　十リpKYpxr(Jiχr十nχΥ)cl^]や

　最終財のみのモデルでは，特定部門の要素に対する一般税は，帰着の点

で，その部門の生産物に対する税に等しい．この命題は，純粋中間財モデ

　　　　　　　6)ルでも成り立つ．同じ命題が，当面のモデルでも成り立つだろうか．この

モデルでは, X財に対する税は，最終財としてのX財に対する税，すな

わちエに対する税(T.)と, Y財の生産のための投入物として用いられ

5）この点はBhatia （1982, p.334）で指摘されている．上記の命題は純粋中間財

　モデルでも成り立だない（岸（1987））.

6）岸（1987）.
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る場合にかけられる税（T;rr）を結合したものとみなすととかできる．これ

らの税の帰着効果は，次式のようになる．

A 古(Ax十Axr)f

＝合[a/v)ffn μ|{－OxY(l－OYx)} －(1 －y)紅x(IlLX－nyχ)air

　十(1－v)μx(がkx十刀yx)aft ―リolyPxy(IIむy―がxy)alx

＋vpi。rpxr[寓言友ぶ廠]夕　　……　……

上式を(48)とくらべると，それらは一致しない．すなわち，分子の第1項

のみが異なる．あとの項は同じである．これらの式が一致しないのは，投

入物としでのX財に対する課税が，X財を用いた生産物であるY財がさ

らにX財の生産に用いられる関係を通じて間接にX財の要素に対する課

税になっていることからくる．かくて，このモデルでは，特定部門の投入

物に対する一般税が帰着の点てその部門の生産物に対する税に等しいとい

う命題は，成り立だない．

　すべての本源的要素に対する税　この税の帰着式を求めると

(49)゛戸＝子(轟x十轟X十恚y十壽y)？　　　　　　‥　　　　　　　ソ

　　　　　＝0

　　　7)となる．すべての本源的要素に対する税の負担が各要素に等しく帰着する

という命題は，ここでも成り立つ．

　すべての最終財に対する税　この税の帰着式は

(50)゛=シ心ﾅAy)f

　づ=　=0

7)計算過程で(25), (26)を用いる
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となり，帰着効果は中立的である．　　　　　………………

　すべての中間財に対する税　この税の帰着式は

(51)　戸゛^(A“十Axr)f　　　　　　　　　　　　　犬

　　j　　ててj(aヶ)？|λ|(Pyx-ρky)

　　　　　　― 叩rx(-十pxr){pLx(nj,χ－Uyχ)迂Y－pKx(刀KX十n.χ)aly)

　　　　　　一叩xr(l十Pyx){pLY(IlLY－nχΥ)(rlx一所Y(n^Y十nχy)aix]f

となる．

　純粋中間財モデルと同じように，このモデルでも取引高税の帰着を分析

できる．この税は，当面のモデルでは最終財に対する税と中間財に対する

税の複合物である．すでに述べたように，前者の帰着式(50)はゼロであ

る．したがって中間財に対する一般税の帰着が，取引高税の帰着に当って

いる．

5.　要約と結論　　　　　　　　‥　，．　　‥．……

　中間財なしのモデルで成立する基本命題のひとつ，すなわち，本源的要

素に対する一般税および最終財に対する一般税が,ﾄ中立的な帰着効果をも

つという命題は，投入産出モデルでも成立する．

　最終財のみのモデルで成立するいまひとつの基本命題，すなわち，特定

の本源的要素に対する税の負担がその要素に帰着するという命題は，純粋

中間財モデルでは成立しなかったが，投入産出モデルでも成立しない．こ

れは，本源的要素と中間財との間で代替または雛完jの関係=が存在す喜とと

による．

　最終財のみのモデルでは，投入物はすべて本源的要素から成っている．

特定部門の本源的要素に対する一般税は，その部門の投入物に対する一般

税を意味した．しかし，中間財モデルでは，これらの税は別物になる．特
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定部門の投入物に対するヤ般税が帰着の点でその部門の生産物に対する税

に等しいという命題は，純粋中間財モデルについては成立するか，投入産

出モデルについては成立しない．　　　　／

　投入産出モデルにおける法人税の帰着効果は，純粋中間財モデルの場合

よりも複雑になる．

　純粋中間財モデルと同様，投入産出モデルでは√=取引高税の帰着を分析

できる．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　／

付　録A

　式(32)-(35)を導く. (32)を例にとり説明する. Rlxの定義式(7)をつ

ぎのように変形する．

　　　　迄x 駈十、≒呻脆　りぷ本心x)　　　　　　･･
αiχ十Olyαyχ ≪Iχ＋αびaYx

　　　　　　　＋　("xr＋ayx)　　　　　　　　1－αχ-fαyχ

各種の恥を加の定義式((17)-(18))を用いて消去する／その際,＼当初

に租税か存在しないとの仮定により，各種のTが1に等しいことに注意

すると，次式が得られる．

　　　　　迄・゛‾瓦ﾊﾞﾂﾞj芦ざ“十ρご旱;ぎpyj″

　　　　　　　　(下ｲ??

pLYぶX
＋

Xｿ1ﾗｽｸJｽﾞ;てｰ)jy1＋rｺﾞﾌ1で;1と-jxr

上式にpと貼の定義式((25)-(26))を適用すると

Rlχ＝七[pLX^LX十阪rpyx亀Y十pYx(ρLY＋dLxpxr)心x十d LxPxrpYxiix八

が得られる．上式の右辺の第3項におけるPhY十ひlXpXYは, e^xに定義式

(25)を代入することにより，収pLY十pxrpLx)となり，これはθiY((26))に
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等しいととがわかる．以上により，式(32)が得られる．

　他の式(33), (34)および(35)も，他の瓦jの定義式に上と同様の方法を

適用することによって導くことができる．し　　　　ト　犬　　　　　　ニ

付　録B

　Batra （1973, p.177 £1,下）により，式（43）のα√βが正であることを証明

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8）する．当面のモデルについてつぎの各式が成立する．

(B1)

(B2)

(B3)

PlxOll十PkxOlk十PrxぴLY＝O

PlxOlk十PkxCkk十puxぴKY＝O

匹xOly十PこxO苓y十ρmxぷyy･＝0

まず(Bl）をつぎのように変形する．　　　　　　＝

　　　　　（心＝一望x≒lfgl＿ρlyx万迄
　　　　　　　　　pLX　　　pLX　　　　　　･.　　･･

上式の政k, Oむをそれぞれ（B2），（B3）により消去すると

　　　　　（心＝士(p＼xa^K＋2pKχPrχah十PyxOyy)
　　　　　　　　pLX　　　　　　　　　　　　　　　　　..　　　　　･.犬

が得られる．右辺のかっこ内はI pKX，Pyxに関する二次形式になっている

このモデルでは述;が負であるからヶ，その二次形式は負定値であり，その

条件付)吋K＜0，(n)経Y＜0および廊<i§Kah－(aむ)＞0が成立する．条件

出, (ii)はすでに仮定により成り立っている．条件廊は, 好k，河Yをそれぞ

れ(B2)，(B3)で消去するととにより(…………万･j　☆∇へ　　　　　　．．　　．･

……　…　PlXfffK(pLKC乱十Pkx劈y)±）YXPLXaLYffKY ＞Q………

　　　　　　　　　　　　PχxPyx　　　　　　　　　　　　　　　･.･.

8）これらの式の導出については岸（1987,付録Fを参照されたい．そこでは純粋

　中間財モデルについて上記の各式に対応する式が導かれている．その方法はいず

　れのモデルでも同じであるから,トここではその説明を省く.
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と変形できる．かっこ内の部分か（B3）により正であることに注意して，

上式を変形すると‥

<^む＞一　　PYxびLYaKY

ごj/くニ)……みX?乱＋PKXaKY

となる．これをαの定義式(43)のOlkに代入すると，つぎの不等式か成

立する．

上式は

α＞¬;j鴛7だ診＋0%yPlxPyxOlyナ0LYpKX)rxOKY

………“＞Prx［（θ如呻夕^ + (OlyPkxOむ)^

　　　　　十PLXpKxOLYOKr(政Y十∂iy-1)]　　　　　..　　，　‥

と変形できる. 心y十0KY=1 (式(26))であることから，上式中の∂趾十∂1y

一卜は, ―20むY8回となる;……こ｀･tlにﾆよ力上式の大かっこ内は(らφふ心一

∂ぴPrxOky)^と変形できるレ：かくて上式の右辺は正でありレしたがって･a

は正になる．　六白　　　犬　　　犬=　づ　¨'白白　　　　▽∇　　ニ

βについても, Y財部門における前記し(B1)-(B3)に相当する式から,レ

同様の方法でそれが正であることを証明できるよ　　．・　．　･．・　　．･=)
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